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研究成果の概要（和文）：再エネや省エネ事業は、エネルギー大転換を実現するためにも一層の拡大が求められ
ている。本研究の調査事例によると、エネルギー自立地域づくりは、経済効果や過疎化・高齢化対策などの諸効
果をもたらすことが明らかとなった。再エネや省エネ事業は、生じた利益を地域内に環流させて地域社会の発展
につなげることが肝要である。再エネ事業は、電源によって地域付加価値が大きく異なる。省エネ事業は、エネ
ルギー消費量の削減にとどまらず、居住性や快適性の改善、社会福祉の増強など様々な効果があり、地域や国が
直面する社会問題をも同時に解消するように政策統合が進められている。

研究成果の概要（英文）：As for the renewable energy and energy saving business, more expansion is 
needed to realize the energy shift. According to the investigation of this study in German, it 
became clear that the energy autonomy community brought the effects such as economic effect and 
depopulation, aging measures.  It is vital that the renewable energy and energy saving business make
 the profit into the community and connects to develop the community.  Local added value makes 
different effects by each renewable energy.  The energy saving business does not remain in the 
reduction of the energy consumption, and there are various effects in improvement of the quality of 
life, the reinforcement of the social welfare, and policy integration is pushed forward by the 
social problem at the same time.
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１．研究開始当初の背景 
ドイツは、2007 年に温室効果ガス排出量
を 2020年までに 1990年比で 40％削減する
「統合気候エネルギープログラム」を策定し
た。そして、2011 年 3 月の福島第一原子力
発電所事故を受けて、ドイツ政府は、2022
年までに国内全ての原発を廃止させるとと
もに、温室効果ガス 40％削減と再生可能エネ
ルギー電力 35％供給の「エネルギー大転換
（Energiewende）」に取り組んでいる。 
これまでの気候政策（地球温暖化防止政
策）に関する先行研究によると、EU 諸国で
実施された政策は、環境政策統合の特質をも
っている。そして、ドイツの温暖化対策にお
いてグリーン・ジョブ（環境対策による雇用
創出）政策は、様々な波及効果をもたらすこ
とが明らかになっている。福島原発事故を契
機に、温暖化対策と脱原発を両立させるエネ
ルギー政策のあり方に関わる研究は学術的
に社会的にも重要性が増している。 
そこで、本研究では、再生可能エネルギー
（再エネ）による 100％エネルギー自給と、
地域経済の自立という“２つの自立”を目指し
たドイツの「エネルギー自立地域戦略」に注
目して研究を進めることとした。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、第 1に、エネルギー自立
地域戦略のメカニズムを理論的に整理し、第
2 に、ドイツのエネルギー・気候政策での成
功事例の諸要素を抽出し、経済波及効果の特
徴を明らかにし、第 3に、エネルギー自立地
域政策のあり方を提示することである。 
ドイツでは、研究対象となるエネルギー自
立地域の先進事例が豊富にあり、実証研究の
フィールドとしてふさわしい。そこで本研究
では、ドイツでの現地調査を通じてエネルギ
ー・気候政策に関する制度的分析と環境政策
統合の実態把握を行い、エネルギー自立地域
戦略による経済波及効果を明らかにする新
たな政策評価手法を提示することを目指す。 
これまでの先行研究は、重層的な社会構造
や産業論的な視点がやや欠けている。さらに、
経済効果については、産業連関分析などを用
いて国レベルでの効果が推計されてきたが、
地域レベルでの経済波及効果の実態がつか
めていない。また、どのように成功事例が導
き出されたのかという要因も十分に明らか
にされておらず、エネルギー自立地域戦略を
体系的に把握することが学術研究として求
められている。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、①エネルギー自立地域戦略に関
する制度的、理論的研究、②ドイツの環境政
策統合を定量的・定性的に明らかにする実証
的研究、③エネルギー自立地域への政策提言
という３要素を柱にして研究を進める。 
研究方法は、文献サーベイにより先行研究
の到達点を踏まえて理論的特徴を整理しつ

つ、これまで多岐にわたる政策文書を提示し
てきたドイツやEUの気候政策やエネルギー
政策に関する資料や文献を収集・整理する。
雇用・経済効果については、気候政策、自然
保護や廃棄物など他の環境政策分野につい
ても広くサーベイして、学術的な到達点を把
握する。 
ドイツで、政府・自治体、企業、市民団体、
研究者の関係者を対象としたヒアリング調
査を行い、エネルギー・気候政策におけるエ
ネルギー自立地域の実態を明確にする。ドイ
ツの「統合気候エネルギープログラム」で示
されている分野（①再生可能エネルギー、②
機器類のエネルギー効率の向上（省エネ化）、
③住宅・建築物の断熱性の向上、④農林業の
活性化（地産地消）など）について先進事例
を抽出して、エネルギー自立地域の諸効果の
実態把握を行う。これらの分野は、同一の地
域や自治体で複合的に取組まれているケー
スが多く、地域レベルでの環境政策統合の実
態を把握することもできる。また、新規の雇
用創出を含めた経済波及効果を定量的・定性
的に分析して、新たな政策評価手法を提示す
ることを目指す。 
 
４．研究成果 
本研究の 3年間で次の 5点について研究成
果を得ることができた。 
（1）再エネや省エネ事業は、エネルギー大
転換を実現するためにも一層の拡大が求め
られているが、地域社会にとっての利益確保
や紛争回避などの観点から開発・普及のあり
方が大きく問われている。本研究の調査事例
によると、エネルギー自立地域づくりは、経
済効果や過疎化・高齢化対策などの諸効果を
もたらすことが明らかとなった。とくに、再
エネや省エネ事業は資本の論理でやみくも
に取り組めばよいのではなく、そこで生じた
利益を地域内に環流させて地域社会の発展
につなげることが肝要である。 
（2）再エネ事業は、電源によって地域付加
価値が大きく異なる。ドイツのライン・フン
スルック郡の再エネによる地域付加価値を
みると、最大の電源である風力発電は投資総
額が大きいものの、投資の地域効果分や年間
の地域付加価値が小さい。風力発電は、風力
発電機の製造や運搬・設置工事などの初期投
資は大きいが、大半の利益は製造企業のある
地域外へ流出しているとみられる。それに対
して、バイオマス発電は投資の地域効果分や
年間の地域付加価値が大きく、稼働が続く限
り、管理やメンテナンスなどの事業が地域経
済への波及効果を誘発し、労働者世帯を定住
させて過疎化・高齢化対策にもつながる。 
（3）農山村でのエネルギー事業は、高度の
専門性や人的資源の確保などの障壁に直面
することになる。域外大資本は、潤沢な資金
や豊富な人的資源を投入して大規模な再エ
ネ事業を建設・運営できるが、このような外
来型開発は利益を地域外へ流出させて地域



発展にほとんど寄与しない。それに対して、
エネルギー自立地域づくりは、地域住民が主
体となって省エネと再エネ事業を選択し、そ
の経済的利益（経済的効果）と担い手（投資
家、金融機関、地主、経営者、技術者、施工・
管理者など）を地域に還元する取り組みであ
る。地域資源由来のエネルギー事業は外来型
開発ではなく、住民や地域社会が利益を最大
限享受する内発的発展として営まなければ
ならない。このような取り組みは住民主導や
自治体主導などの違いがあるが、住民参加と
地域の合意が保証されなければならない。そ
して、それを支えるためには、客観的な情報
を提供するエネルギー・エージェンシーや、
事業計画の調査や設計に関わるエネルギ
ー・コンサルタントという中間支援組織との
協働システムが不可欠である。 
（4）省エネ対策は、今も経済合理的な取り
組みが多く存在しており、エネルギー安全保
障や地域社会の発展につなげることができ
る。ドイツで省エネ対策が進んだ要因として、
政府が気候変動問題や原発事故のリスクを
回避することを第一義として中長期の野心
的な目標を掲げていることが大きい。また、
省エネ対策は莫大な費用が必要となるがそ
れは先行投資であり、地域や国内で新たな事
業活動を生み出す経済効果が大きいとみな
されている。さらに、省エネ事業は、エネル
ギー消費量の削減（環境改善）にとどまらず、
居住性や快適性の改善、社会福祉の増強など
様々な効果があり、地域や国が直面する社会
問題をも同時に解消するように政策統合が
進められており、視野の広い政策・計画が実
施されている。省エネ対策は、小規模分散型
のエネルギーシステムにおいて威力が発揮
されており、その計画策定と進行管理におい
て自治体の役割が大きい。 
（5）エネルギー貧困は、先進国でも格差社
会を象徴する重大な社会問題である。低所得
者のエネルギー消費量は高所得者と比べて
必ずしも少ないわけではなく、省エネ対策の
潜在的な可能性が多く残されている。ドイツ
の省エネ診断事業は、家庭でのエネルギー消
費量と CO2 排出量の削減を求めた環境対策
と、社会的弱者が光熱水費の値上げに苦しん
でいるエネルギー貧困対策、長期失業者に対
する就労機会の提供として始められた。省エ
ネ診断事業は、①環境対策（CO2排出削減）、
②福祉対策（低所得者の光熱水費の節約）、
③失業対策（失業者の雇用創出）、④行政経
費の節約（行政の光熱水維持費や失業手当費
用の削減）という主に 4つの効果を同時に生
み出しており、環境政策統合の成功例と評価
できる。こうした雇用・福祉問題の解決策と
結びつける政策統合は、CO2削減だけではな
く、経済波及効果をうみだし、持続可能な社
会の構築につながる可能性を示している。 
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